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大分港海岸津留地区前面護岸の越波・津波対策として検討した，くし形鋼矢板工法

におけるハット形鋼矢板を対象とした単体の大変形曲げ試験を実施し，その変形特

性を確認した．その結果，L2 地震動作用時に想定される大変形においても鋼矢板が

破断に至らないことが確認された． 
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1. はじめに 

大分港海岸の海岸保全施設は，一級河川が複数流入す

る沖積低地を埋立造成した大分コンビナートと中小企業

団地で構成される臨海工業団地の外形を形成しており，

「台風による高潮や南海トラフ地震による津波等」の災

害に備えた防護機能強化の緊急性が高まっている．大分

港海岸直轄保全施設整備事業は，整備延長約21km，総事

業費約300億円，整備期間19年の計画で直轄事業として

事業化されている．当該事業においては，地震による液状

化現象が発生した場合でも所定の護岸機能を確保できる

技術として「くし形鋼矢板工法」(図-1参照)が国内の海

岸事業として初めて採用されている． 

2. くし型鋼矢板工法について 

くし形鋼矢板工法は，地震時の護岸天端沈下を抑制す

るために非液状化層まで根入れした長尺鋼矢板でパラペ

ット等の自重を支持し，連続する短尺鋼矢板をくし状に

組み合わせることにより防潮壁を形成する構造である

(図-1参照)．本工法における長尺鋼矢板は，L2地震時に

全塑性を超える大きな曲率となることを許容しつつ，そ

の後の津波来襲時においても防潮堤の必要天端高を確保

し粘り強さを発揮する構造である．壁体には継手効率を

考慮しなくてよいハット形鋼矢板を採用している．その

ため，使用される鋼矢板には，大変形時においても破断な

ど想定外の破壊に至らずに津波や越波に対する防潮堤の

機能を保持することが求められている． 

しかしながら，従来の鋼矢板材料は，短尺鋼矢板と同様

に連続壁として使用されることを前提としており，長尺

鋼矢板のように単体としての使用を想定していない．ま

た，設計においても鋼矢板は全塑性に至らぬように使用

されることを前提としており，これまでの性能評価でも

曲率 0.02(1/m)を超える曲げ変形性能は調査されていな

かった．そのため，くし形鋼矢板工法を実現させるために

は，鋼矢板の大変形時の曲げ性能を把握する必要があっ

た． 

3. 試験目的 

こうした背景を踏まえ，採用予定のハット形鋼矢板を

対象とした大変形曲げ試験を実施し，M-φ特性を把握す

るとともに，L2地震動作用時に想定される大変形(塑性変

形量)においても破断に至らないことを確認することを

目的としている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 くし形鋼矢板工法の概念 

既設護岸の背後に『櫛形鋼⽮板』に
よる背⾯パラペットを新設

②⾮液状化層まで根⼊れ
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強さの付加

既設
護岸

液状化層
⾮液状化層

①櫛部から液状化による⼟圧
を逃がす
⇒液状化対策をしなくても必
要最⼩限の機能を確保

④既設の⽔叩きや排
⽔溝の流⽤
⇒狭隘部でも対応可

③鋼材重量・鋼材打設⻑の縮減
⇒コスト縮減・⼯期短縮

短尺⽮板（連続鋼⽮板として機
能）
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計津波を超える津波に対する粘り
強さを確保

⻑尺⽮板（櫛部）
・鋼⽮板を⾮液状化層まで根⼊れ
・地震により変形しても、護岸全体
の沈下を抑制

新設
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4. 試験概要 

試験はハット形鋼矢板 50H(型式 NS-SP-50H，材料規格

SYW430)を対象とし，片持ち曲げ試験により，正曲げおよ

び負曲げ状態について実施した． 

本試験では曲率φ0.1(1/m)を超える大きな曲率の構造

試験を行うことを目的としたため，従来行われている４

点曲げ方式ではなく片持ち曲げ方式とし，角度θの最終

目標値を 25°程度とした(油圧ジャッキストロークにて

この角度を達成できるように載荷位置を設定した．図-2

参照)． 

試験体長さは載荷試験が可能な範囲で実スケールに極

力近づけた長さ(5.5m)で行った．図-2(2)にて正曲げの試

験体を実線，負曲げを破線にて示す． 

正曲げ・負曲げの定義を図-3に示す．鋼矢板断面の中

立軸に対して，鋼矢板ウェブ面が圧縮となる載荷方向を

正曲げ，引張となる方向を負曲げと定義し，各載荷方向に

ついて1体ずつ試験を実施した． 

鋼矢板の固定部は地盤にて拘束された部分に相当する

ため，鋼矢板ウェブ面のみを治具ではさみつける方法で

固定し，鋼矢板断面形状の拘束を極力小さくする条件と

した． 

載荷は油圧ジャッキの押し出し量を手動にて制御し，

単調載荷にて行った．ひずみ速度の影響を無視するため，

載荷速度はおよそ１mm～３mm/分とした． 

計測項目は，油圧ジャッキの作用荷重，試験体載荷点お

よび先端部の水平変位，大変形が予測される部位のひず

みとした． 

なお，先行してハット形鋼矢板のウェブ面，フランジ面

から材軸方向に各３本ずつ引張試験片を採取し，対象鋼

矢板の材料強度を把握した． 

表-1に連続壁として使用される場合の鋼矢板形状およ

び諸元を，表-2に材料試験結果を示す．測定された材料

強度は，規格値の約1.1倍となった． 

 

図-2 試験概要図 

(1)平面図 (2)断面図

 

図-3 載荷方向の定義 

表-1 鋼矢板形状および諸元(NS-SP-50H) 

 

負曲げ試験体 

正曲げ試験体 

フランジ 

アーム 
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(1)平面図                  (2)断面図 
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5. 試験体の曲げ角度の算出方法について 

試験体の曲げ角度θについては，試験における変位の

測定結果を使用し，固定部の変位を補正するため図-4の

ように算出した．算出方法の考え方を以下に記す． 

なお，曲率φは，θを用いて図-5に示す考え方で算出

できる. 

1)試験体固定部から載荷点までの距離1000mmと，載荷    

点変位D1・D2 の幾何学的関係から，見かけの曲げ角    

度θ1を算出 

2)試験体固定部の変位D6，D7とD6-D7の測定位置間の 

 距離1300mm の幾何学的関係から，固定部の曲げ角度 

θ2を算出 

3)見かけの曲げ角度θ1から固定部の曲げ角度θ2を引い 

て真の曲げ角度θを算出 

6. 曲げ試験結果 

正曲げおよび負曲げ試験の曲げモーメント M―曲げ角

度θ関係を図-6に，試験前および試験後の試験装置全景

を表-3に示す． 

(1) 正曲げ試験 

載荷開始後，ほぼ線形に荷重が増加した後，曲げ角度θ

が約3.6°で曲げモーメントMが1145kN・mに到達し，そ

の後，荷重が減少に転じた．曲げ角度θが約13.5°，曲

げモーメントMが約620kN・mまで到達した時点で，荷重

が不連続的に低下した．これは試験体が想定以上に変形

した結果，載荷点を固定するボルトと載荷点のローラー

が接触したためであり，最終的には曲げ角度θが16.8°

曲げモーメントMが約480kN・mまで減少した時点で載荷

を中止した． 

(2) 負曲げ試験 

載荷開始後，ほぼ線形に荷重が増加した後，曲げ角度θ

が約3.5°で曲げモーメントMが1008kN・mに到達し，そ

の後荷重が減少に転じた．その後も荷重が連続的に減少

を続け，曲げ角度θが 23.8°，曲げモーメント M が約

160kN・mまで減少した時点で油圧ジャッキのストローク

が限界を迎え，試験を終了した． 

負曲げ試験体の特徴として，載荷により固定治具付近

の試験体幅が大きく開いたことが挙げられる．製品規格

の有効幅 900mm に対して，載荷終了後の試験体全幅は最

大で1279mmまで広がった．正曲げ試験と比べて荷重最大

値が小さかったのは，この断面変形が影響しているもの

と推定された． 

今回の試験において単体の正曲げ・負曲げの最大曲げ

モーメントは連続壁として使用される鋼矢板の全塑性モ

 

図-5 曲率φの考え方 

 

 
図-4 曲げ角度θの算出方法 

表-2 材料試験結果 

 

載荷方向 採取部位 記号 板厚

(mm)

板幅

(mm)

断面積

(mm2)

上降伏応力

(M Pa)

下降伏応力

(M Pa)

下降伏応力平均

(M Pa)

引張強さ

(M Pa)

引張強さ平均

(M Pa)

17-1 17.21 25.01 430.42 493 463 615

17-2 17.12 25.02 428.34 496 466 620

17-3 17.20 25.01 430.17 497 460 615

13-1 12.83 25.02 321.01 487 474 612

13-2 13.25 25.01 331.38 503 478 615

13-3 13.24 25.01 331.13 493 468 614

17-1 16.90 25.01 422.67 488 461 604

17-2 16.88 25.01 422.17 503 469 608

17-3 16.88 25.02 422.34 491 463 604

13-1 13.25 25.01 331.38 494 469 602

13-2 13.18 25.02 329.76 487 472 603

13-3 12.64 25.01 316.13 481 465 603

ウェブ

フランジ

ウェブ

フランジ

正曲げ

負曲げ

463

473

464

469

617

614

605

603

ΦはΦ＝θ/h， 

ただし，h=1.0m にて算出 

h＝1.0mと仮定した場合、 

θ＝5°では、φ＝0.087 (1/m) 

θ＝10°では、φ＝0.17 (1/m) 

θ＝15°では、φ＝0.26 (1/m) 

θ＝20°では、φ＝0.35 (1/m) 

θ＝25°では、φ＝0.43 (1/m) 

1300mm 
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ーメントと比べて小さくなった．その原因として，単体曲

げによる断面変形の影響，特に負曲げでは断面変形の影

響は無視できないことが考えられる．他に，載荷点のアー

ム長が短いことによる過大なせん断力が作用し，これに

よる影響により曲げ抵抗が減少したこと，あるいは矢板

が斜めになっているために，載荷点に載荷方向とは別の

方向の力が加わっていることによる影響が生じたことが

挙げられるが，実現場では問題とはならない．断面変形の

影響については，今後 FEM による再現解析等により考察

し，曲げモーメントの設計用値としてモデル化を検討す

る必要がある． 

7. おわりに 

鋼矢板の単体での大変形時における抵抗曲げモーメン

トは，曲げ試験における正曲げ・負曲げの方向に応じて曲

げ特性が異なること，曲げ角度θ=25°で破断しないこと

が確認された．また，連続壁として使用される場合の全塑

性曲げモーメントを下回ることが確認された．今後の課

題として，設計において地震応答解析に用いる「長尺矢板

の曲げ変形特性」および終局曲げモーメントの低下を考

慮した「長尺矢板の変形照査方法」について検討する必要

がある． 
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図-6 試験結果 

表-3 試験装置全景 

 


